
 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２期三原市まち・ひと・しごと創生総合戦略 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   令和  年  月策定 

   三 原 市 

 

 

（素案） 



   1 

【 目 次 】 

 

 

1． 総合戦略について .................................................................................................................................................................. 2 

1.1 三原市まち・ひと・しごと創生総合戦略の位置づけ ........................................................................................ 2 

1.2 第２期三原市総合戦略の対象期間 ............................................................................................................................. 2 

2． 第１期三原市総合戦略の総括 ........................................................................................................................................... 3 

2.1 第１期三原市総合戦略の検証 ...................................................................................................................................... 3 

2.2 人口推計における比較 .................................................................................................................................................... 8 

3． 第２期三原市総合戦略における基本的な考え方 ................................................................................................... 11 

3.1 本市の現状 ........................................................................................................................................................................ 11 

3.2 本市のめざす方向 .......................................................................................................................................................... 13 

3.3 三原市長期総合計画と総合戦略・定住自立圏の関係 ..................................................................................... 18 

3.4 施策効果の検証と改善 ................................................................................................................................................. 19 

4． 第２期三原市総合戦略の基本目標と施策体系等 ................................................................................................... 20 

4.1 基本目標 ............................................................................................................................................................................. 20 

4.2 めざす方向と基本目標の関係 ................................................................................................................................... 22 

 4.3 施策体系............................................................................................................................................................................21 

5． 具体的な施策と重要業績評価指標(KPI) ................................................................................................................... 24 

5.1 働く場づくりへの挑戦 ................................................................................................................................................. 24 

5.2 交流人口拡大への挑戦 ................................................................................................................................................. 32 

5.3 子ども・子育て充実への挑戦 ................................................................................................................................... 39 

5.4 市民の健康づくりへの挑戦 ........................................................................................................................................ 48 

5.5 住み良さ向上への挑戦 ................................................................................................................................................. 53 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2 

1． 総合戦略について 

1.1 三原市まち・ひと・しごと創生総合戦略の位置づけ 

本市では，人口の減少傾向に歯止めをかけ，活力ある将来の実現に向け，第１期（平成 27 年

度～平成 31 年度）の「三原市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「第１期三原市総合戦

略」という。）を策定し，５つの基本目標に基づく施策や事業に取り組んできました。 

しかし，全国的に人口減少は依然として進んでおり，本市の人口においても，まちの将来を担

う若い世代の市外・県外への流出が顕著であるなど，人口の減少傾向の抑制には至っていないの

が現状です。 

国においては，令和元年 12 月に第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し，人口

減少に歯止めをかけるとともに，東京圏への人口の過度の集中を是正し，それぞれの地域で住み

よい環境を確保して，将来にわたって活力ある日本社会を維持することをめざしています。 

本市においても，第１期の総合戦略期間に行ってきた取組を振り返るとともに，最新の統計資

料などにより，改めて本市の人口の推移を踏まえ，分析や推計などを行い，令和２年度を初年度

とする今後 5 年間の目標や施策の方向性等を「第２期三原市まち・ひと・しごと創生総合戦略」

（以下「第２期三原市総合戦略」）として取りまとめることとします。 

 

 

1.2 第２期三原市総合戦略の対象期間 

第２期三原市総合戦略の対象期間は，令和２年度を初年度とし令和６年度を目標年次とする 5

年間とします。 
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2． 第１期三原市総合戦略の総括 

2.1 第１期三原市総合戦略の検証 

(1) 第１期三原市総合戦略の数値目標・ＫＰＩの検証 

  本市では，平成 27 年 10 月に，第１期三原市総合戦略を策定し，それに位置付ける施策や事業

を展開してきました。 

  また，同戦略の推進にあたっては，内部での検証に加えて，産学官金等の外部有識者で構成する

「三原市まちづくり戦略検討会議」において，毎年度の取組状況や重要業績評価指標（ＫＰＩ）の

進捗状況などの検証を行ってきました。 

  平成 31 年度に実施した進行管理における数値目標・ＫＰＩの達成状況は次のとおりであり，B

以上（達成率 75％以上）の目標指標の割合は 81.3%となっています。 

 

基本目標・施策名 指標数
達成状況 

A B C － 

基本目標１ 働く場づくりへの挑戦 1  1   

 施策１ 企業誘致をはじめとした働く場の創出 1 1    

 施策２ 地場産業の育成 1 1    

 施策３ 就業しやすい環境整備 2  2   

基本目標２ 交流人口拡大への挑戦 1  1   

 施策１ 築城４５０年を契機とした観光誘客 1  1   

 施策２ 中心市街地の魅力向上 4 2 2   

 施策３ 地域資源を活用した｢ふるさと名物(三原ブランド)｣の

発掘と販路拡大 
1  1  

 

 施策４ 芸術鑑賞、スポ-ツ観戦などの多様な誘客 1   1  

基本目標３ 子ども・子育て充実への挑戦 1  1   

 施策１ 男女の出会いから結婚までの支援 1   1  

 施策２ 三原で子育てしたい環境づくり 1  1   

 施策３ 県内トップレベルの学力・体力の定着と生活力の向上 3  2  1 

 施策４ 子どもたちの三原への愛着醸成 1  1   

基本目標４ 市民の健康づくりへの挑戦 2 1 1   

 施策１ 健康を支える体制強化 1  1   

 施策２ 定期的な運動習慣の定着 1  1   

 施策３ 高齢者の健康づくり 2 1 1   
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基本目標・施策名 指標数
達成状況 

A B C － 

基本目標５ 住み良さ向上への挑戦 1   1  

 施策１ 戦略的な定住促進対策 1  1   

 施策２ 将来を見据えたまちづくりの推進 1   1  

 施策３ 防災対策と快適な生活環境の整備 1   1  

 施策４ 広域連携の推進 2 2    

合  計 32 8 

25.0%

18 

56.3% 

5 

15.6%

1 

3.1%

 ※達成状況の考え方 

A：100％以上  B：75%以上 100%未満  C：75%未満 

—：期間中に調査がなくなるなどして測定不能となったもの 

 

(2) 第１期三原市総合戦略の成果と課題 

  第１期三原市総合戦略の期間中に取り組んできた成果や，毎年度の進行管理を踏まえた課題につ

いて，基本目標ごとに整理すると次のとおりとなります。 

 

【基本目標１ 働く場づくりへの挑戦】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本郷産業団地１工区（15.4ha）への進出企業（２社）

との立地協定 

 市内工業団地への企業誘致（9 社） 

 農業参入企業（10 社）の進出支援 

 拠点窓口（㈱まちづくり三原）での起業・創業支援 

 空き店舗を活用した新規開業支援（32 件） 

 高度なビジネス人材を養成する「浮城塾」開始 

 地域循環型ポイントシステム（電子マネー）の構築 

 米粉の６次産業化支援 

 新規就農者（14 人）の自立支援 

 タコの冷凍保管施設の整備 

 都市圏（東京・大阪）での人材呼び戻し事業（就職ガ

イダンス）の実施・就職支援（延べ 32 人が就職） 

 

 若年層の流出抑制 

 市内企業の人手不足対策と市内居住の促進

 ＩＴ企業やＩＴ人材の集積化 

 市内沿岸部をはじめとした遊休資産の活用

と再開発 

 海外から稼ぐ取組の支援・促進と地方創生

を担う組織等との協働 

 幼・小・中・高・大・社会人・シニアの全

世代を通じた人材育成と活躍の場づくり 

 20～34 歳（特に女性）への就労支援と働

く場づくり 

 市内企業の生産性向上対策 

 外国人就業者への対応 

【成果】 【課題】 
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【基本目標２ 交流人口拡大への挑戦】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本目標３ 子ども・子育て充実への挑戦】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 築城 450 年事業による観光誘客 

（平成 27 年比：27.3%増） 

 観光消費の活性化 

（平成 27 年比：22.2%増） 

 観光情報発信コンテンツの整備 

 観光プロモーションの推進 

 駅前東館跡地整備事業の進展（令和 2 年 7 月

完成予定） 

 市中心部のグランドデザイン整備・推進 

 「三原食」のブランド化に向けた取組の進展

（三原食取扱認証店舗数：48 店舗） 

 大規模スポーツ大会の開催 

（8 件，2,648 人来場） 

 

 観光が市を支える産業の柱の一つとなる取組の

一層の推進 

 観光消費額の一人当たり単価上昇につながる取

組の推進 

 グランドデザインの推進 

 シティプロモーションの位置付けの明確化 

 三原食の高付加価値化 

 空港・港湾を活かした観光振興 

 一人当たりの観光消費額を増加させ，経済効果を

高める取組の推進 

 インバウンド観光客の受入環境整備 

 市への来訪・回遊・滞在につながる，民泊やアウ

トドアや自転車など，トレンドを捉えた取組の推

進 

 芸術・文化・スポーツの振興を通じた交流人口拡

大の促進 

【成果】 【課題】 

 

 縁結びサポーター（累計 39 名）の養成による

婚活支援 

 市内すべての放課後児童クラブで対象を 6 年

生まで拡充 

 幼稚園型認定こども園（1 箇所），小規模保育

事業所（3 箇所），事業所内保育所（1 箇所）

の開設 

 乳幼児医療費助成を中学 3 年生までに拡充 

 不妊検査・不妊治療費助成制度の創設 

 子育て世代包括支援センターの開設 

 通学路の安全確保事業の推進 

 国際化推進事業における海外都市との交流体

験学習（英語の実践，異文化交流） 

 キャリア教育事業などによる愛着醸成につな

がる取組の推進 

 

 合計特殊出生率向上に向けた取組の推進 

 産婦人科医，小児科医の不足地域の解消 

 待機児童解消に向けた取組の推進 

 初婚や再婚などケースに応じた支援策 

 結婚適齢期人口を増加させる移住・定住施策 

 第一子・第二子を産みやすい環境整備に加え，第

三子以降を支援する取組 

 市内の医療機関で分娩が行える環境を維持する

取組に加え，医師不足への課題に対する取組 

 復職を支援する取組 

 郷土愛や論理的思考力，創造性，問題解決能力を

育む取組の推進 

【成果】 【課題】 
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【基本目標４ 市民の健康づくりへの挑戦】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市内 30 薬局において，糖尿病検査体制を整備 

 健康施策と商工振興施策との連携により，地域ポイント

を活用した健康ウオーキングイベントを開催（381 名参

加） 

 金融機関との協定により，健康づくり活動の実践で特典

が得られる金融商品を開発・販売し，市民の運動習慣の

きっかけづくりを支援 

 金融商品や健康づくりイベントなどを企業にも周知し，

従業員とその家族を対象に企業の「健康経営」につなが

る取組を支援 

 ウオーキングの環境整備や機会創出を行う地域への活動

支援（３団体） 

 生涯活躍のまちの取組を通じた，仕事・生活両面での充

実を図る仕組みづくり（お試し就労，県大教養スクール

など） 

 市内のシニア世代のための相談・支援窓口の開設（コネ

クト：NPO 法人ミライディア運営） 

 

 健康寿命延伸につながる取組の重点

化・高度化と市民還元 

 より多くの市民の健康行動の変容につ

ながる取組の推進 

 健康づくり活動における企業や団体等

との協働 

【成果】 【課題】 
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【基本目標５ 住み良さ向上への挑戦】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 若年移住者への民間賃貸住宅居住に係る家賃補助開始 

 移住希望者への滞在費補助開始 

 学生向けシェアハウス設置（３名入居） 

 若年層を対象に，マイホーム取得費用の一部補助開始 

 企業のサテライトオフィス誘致に向けたトライアルオフ

ィスの整備完了 

 地域おこし協力隊の配置（累計：10 名） 

 地域支援員の活用（市内 18 地域） 

 公共施設マネジメントにおける「施設類型別実施計画」

の策定 

 地域コミュニティ交通を運行する地域団体数の増加

（H26：2 団体→H30：5 団体） 

 駅前東館跡地整備事業の進展（令和 2 年 7 月完成予定）

（再掲） 

 市中心部のグランドデザイン整備・推進（再掲） 

 自主防災組織率の向上 

  （H26：46.6％→H30：54.1％） 

 コミュニティ FM の開局（H30.3～） 

 備後圏域産業連関表の作成・活用 

 産業支援拠点「福山ビジネスサポートセンター

Fuku-Biz」の開設（H28.12）・機能充実 

 第一次産業の活性化（6 次産業化の推進，ワインプロジ

ェクト，水産物ブランド化推進事業など） 

 

 20 代・30 代の転出抑制につながる取

組 

 シティプロモーションの推進（再掲） 

 市内企業の人手不足解消とあわせた移

住促進対策 

 三原市地域経営方針に基づく事業推進 

 交流人口・関係人口の拡大とそれらを

移住・定住人口へとつなげる取組の推

進 

【成果】 【課題】 
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2.2 人口推計における比較 

平成 27 年度に策定した三原市人口ビジョンにおいて行った人口推計（以下「第１期推計人口」と

いう。）と，令和元年６月に，内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局から提供のあったワーク

シートを用いた新たな人口推計（以下「第２期推計人口」という。）とを比較すると，本市の総人口

は，令和 27(2045)年に－515 人，令和 42(2060)年に－125 人と，第１期推計人口よりも減少

が進む予測となっています。 

 

■第２期推計人口と第１期推計人口との差■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：社人研「日本の地域別推計」準拠（まち・ひと・しごと創生本部提供） 

第１期は平成25(2013)年推計，第２期は平成30(2018)年推計でいずれもワークシートの「パター 

ン１」による 

※平成27(2015)年の第１期推計人口は推計値，第２期推計人口は実績値。 

※以下，年齢３区分別人口，生産年齢人口 男性及び女性15～49歳人口の出典は同様 

 

H27年

（2015年）

R2年

（2020年）

R7年

（2025年）

R12年

（2030年）

R17年

（2035年）

R22年

（2040年）

R27年

（2045年）

R32年

（2050年）

R37年

（2055年）

R42年

（2060年）

第１期との差 -239 -326 -354 -384 -433 -511 -515 -398 -245 -125

第２期推計人口 96,194 91,745 86,925 81,972 76,864 71,669 66,637 61,963 57,520 53,185

（参考）

第１期推計人口 96,433 92,071 87,280 82,356 77,297 72,180 67,152 62,361 57,765 53,310

-326 

-384 

-511 

-398 

-125 

91,745 

81,972 

71,669 

61,963 

53,185 

-600

-500

-400

-300

-200

-100

0

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

（人） （人）

第
２

期
推

計
人

口
 

第
１
期
と
の
差
 



9 

とりわけ，生産年齢人口（15～64 歳）の減少幅が大きいことが第１期推計人口との差を広げる原

因となっています。一方，年少人口（０～14 歳），老年人口（65 歳以上）については，第１期推計

人口に比べ減少幅が抑制されていることが見て取れます。 

 

■年齢３区分別推計人口の第１期との差■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

減少幅の大きい生産年齢人口の中でも，20 歳代の若年層（特に女性）の減少が大きく，この年齢

層の減少傾向をいかに抑制するかが重要な状況となっています。 

 

■15～49 歳の男性の５歳階級別推計人口 第１期との差■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H27年

（2015年）

R2年

（2020年）

R7年

（2025年）

R12年

（2030年）

R17年

（2035年）

R22年

（2040年）

R27年

（2045年）

R32年

（2050年）

R37年

（2055年）

R42年

（2060年）

年少人口（第1期との差） 267 644 782 788 589 470 427 481 584 647

生産年齢人口（第1期との差） -354 -959 -1,225 -1,375 -1,302 -1,335 -1,281 -1,236 -1,260 -958

老年人口（第1期との差） -153 -11 89 203 280 354 339 357 431 186

-1,500

-1,000

-500

0

500

1,000

（人）

 

H27年

（2015年）

R2年

（2020年）

R7年

（2025年）

R12年

（2030年）

R17年

（2035年）

R22年

（2040年）

R27年

（2045年）

R32年

（2050年）

R37年

（2055年）

R42年

（2060年）

45‐49歳 44 56 11 -29 106 -19 -78 -122 -5 46

40‐44歳 12 -37 -74 64 -61 -124 -165 -45 9 99

35‐39歳 -44 -86 49 -80 -146 -188 -66 -10 82 49

30‐34歳 -34 89 -51 -123 -171 -50 6 100 64 49

25‐29歳 110 -41 -122 -177 -60 -8 87 52 38 22

20‐24歳 -198 -293 -337 -225 -174 -78 -90 -95 -102 -101

15‐19歳 28 -58 50 85 171 124 105 84 68 82

-1,500

-1,300

-1,100

-900

-700

-500

-300

-100

100

300

500
（人）
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■女性 15 歳～49 歳５歳階級別推計人口 第１期との差■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H27年

（2015年）

R2年

（2020年）

R7年

（2025年）

R12年

（2030年）

R17年

（2035年）

R22年

（2040年）

R27年

（2045年）

R32年

（2050年）

R37年

（2055年）

R42年

（2060年）

45‐49歳 -26 -18 21 13 -76 -249 -337 -264 -188 -116

40‐44歳 18 45 33 -60 -239 -328 -256 -179 -107 -21

35‐39歳 41 27 -70 -250 -343 -270 -191 -118 -30 -48

30‐34歳 -1 -99 -284 -382 -307 -229 -153 -61 -76 -83

25‐29歳 -95 -285 -390 -319 -246 -174 -79 -92 -98 -105

20‐24歳 -208 -325 -266 -203 -140 -52 -68 -75 -84 -85

15‐19歳 -60 -24 21 74 150 106 88 68 54 68

-1,500

-1,300

-1,100

-900

-700

-500

-300

-100

100

300
（人）
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3． 第２期三原市総合戦略における基本的な考え方 

3.1 本市の現状 

(1) 人口の動向 

国立社会保障・人口問題研究所などの将来人口推計などを踏まえた，本市の人口動向をまとめる

と次のとおりとなります。 

人口 

増減 
●総人口は，昭和 60(1985)年をピークに減少傾向。令和 42(2060)年の推計値は 53,185 人。

●本郷地域は人口の減少傾向がゆるやかな地域。令和 42(2060)年の推計値は 6,413 人。 

●久井・大和地域では人口減少が継続。令和 42(2060)年の推計値は約 2,000 人～2,500 人。

人口 

構成 
●令和 42(2060)年には，平成 27(2015)年と比較して，生産年齢人口(15～64 歳)及び年少

人口(0～14 歳)が約半数に。 

●増加している老年人口(65 歳以上)も令和２(2020)年以降は減少に。 

●久井・大和地域では，生産年齢人口と老年人口がほぼ同数に。 

●生産年齢人口(15～64 歳)の割合は，令和 42(2060)年には総人口の約５割まで減少。 

●年少人口(０～14 歳)の割合は，令和７(2025)年以降は総人口の約１割の水準で推移。 

●老年人口(65 歳以上)の割合は，80 年間(1980 年～2060 年)で約 3.5 倍に拡大。 

●将来的には，生産年齢人口 1.15 人で一人の老年人口を支える状況。 

自然 

増減 

●死亡数が出生数を上回る自然減で，減少数が拡大。 

●厚生労働省公表の合計特殊出生率は，全国，広島県よりも高い水準の 1.56。 

●「広島県少子化要因調査」による合計特殊出生率は 1.61 で県内 14 市中６番目。 

社会 

増減 

 

●転出数が転入数を上回る社会減が続いている。平成 26(2014)年には，▲４人まで減少幅が

縮小したものの，それ以降は徐々に拡大傾向。 

●年齢階級別の転出超過数は，20～24 歳が最も多く，次いで 15～19 歳，25～29 歳，30

～34 歳，65 歳以上などが多く，特に 20 歳代の転出超過が，社会減の大きな要因。 

●男女とも進学や就職の時期に転出超過。 

●広島県内，東京圏，関西圏への転出が多い。 

●若い世代(20～29 歳)の転出が最も多く，県内と三大都市圏を中心とした県外への転出が多

い。 

●20 歳代・30 歳代の転出先としては，男性は平成 25(2013)年と平成 30(2018)年の５年

間で県外では愛媛県，神奈川県の割合が増加。 

●女性は同様にみて，県外では東京都，岡山県，愛媛県の割合が増加しており，このエリアへの

アプローチが効果的ではないか。 

●20 歳代・30 歳代の転入先では，男性・女性ともに広島県内からの割合が増加。 

●転出超過の主な理由は仕事(就職，転勤，転業・転職)。 

●県内への転出の主な理由は，婚姻関係。 

●外国人の総人口は，平成 25(2013)年からの６年間で約 1.5 倍に増加。 

●外国人総人口に占める生産年齢人口の割合が大きく，年少人口の増加率が高い。 

(2) 産業の動向 

さまざまな統計資料に基づき，本市の産業の動向を分析すると次のとおりとなります。 



12 

産業構造 ●従業者・付加価値の構成比は，全国・県に比べ製造業，医療・福祉，農林水産業の割

合が高く，卸売業・小売業の割合が低い。 

●医療・福祉分野に関連する産業を中心に雇用の場を提供。 

●製造業や農業が基盤産業として本市の地域経済を支持。 

●製造業の付加価値構成比は，生産用機械器具製造業，輸送用機械器具製造業の割合が

高く，輸送用機械器具製造業，プラスチック製品製造業，食料品製造業の割合が拡大。 

●製造業の従業者構成比は，食料品製造業，生産用機械器具製造業，輸送用機械器具製

造業，プラスチック製品製造業の割合が高く，食料品製造業，プラスチック製品製造

業の割合が拡大。 

就業者 ●男性は，製造業，卸売業・小売業，建設業の就業者が多い。 

●女性は，医療・福祉，卸売業・小売業，製造業の就業者が多い。 

●男女とも 60 歳以上では農業の就業者が増加。 

●女性は，男性より就業率が低く，結婚や出産を機に仕事を辞めるケースもある。 

●就業者の年齢は，第一次産業（農林漁業）で高齢化。 

完全失業率 ●就業環境を示す完全失業率は回復傾向。 

●男女とも 20 歳代以下が高いが，回復傾向。 

●完全失業率は男性を中心に，新卒時及び定年後の再就職時に上昇。 

地域経済循環 ●「所得への分配」「支出による生産への還流」「所得からの支出」は３年間でいずれも

１割以上減少。 

●平成 25(2013)年には市内で生み出された所得の 10%近くが市外へ流出。 
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3.2 本市のめざす方向 

(1) 第２期三原市総合戦略に向けての課題 

本市の人口減少対策の方向性としては，死亡数の抑制や出生数の増加といった「定住人口の減

少傾向を抑制する」とともに，UIJ ターンをはじめとした「移住人口の確保」により，人口の減

少傾向を抑制することが必要です。 

 

 

 

 

 

 

①定住⼈⼝の減少抑制 
「定住人口の減少抑制」とは，近年増加している自然減を抑制するための対策と現在居住して

いる市民の市外への転出を抑制する社会減対策との組み合わせによって，定住人口の減少傾向の

抑制を図るものです。 
 

⾃然減の抑制に向けて対策が必要な事項 
 若い世代が安心して結婚・出産・子育てができる環境づくり 

 結婚・妊娠・出産・子育てまで切れ目のない支援 

 結婚・出産後も希望する働き方やワーク・ライフ・バランスが実現できる環境整備 

 健康寿命を延伸し，生涯にわたって活躍できる仕組みづくり 

   

社会減の抑制に向けて対策が必要な事項 
 20～34 歳の若い世代が市内で就労する機会の創出 

 20～34 歳の女性が求める働く場づくりと就労支援 

 市外に通勤する若い世代の市内居住への支援 

 市への愛着や郷土愛の醸成を促進するまちづくり 

 

 

②移住⼈⼝の確保 
「移住人口の確保」とは，市外に転出した市出身者の地元回帰(U ターン)を図る取組や，IJ タ

ーンなどにより，市内に転入する人口を取り込む取組の組み合わせによって，移住を希望する人

口の市内への転入により社会減の抑制をめざすもので，ターゲットを絞った効果的な取組が重要

と考えられます。 
 

 

 

定住⼈⼝の減少抑制 

●⾃然減の抑制 
●社会減の抑制 

移住⼈⼝の確保 

●UIJ ターンの促進 
●交流・関係⼈⼝を移住⼈⼝へ 

+
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UIJ ターンの促進に向けて対策が必要な事項 
 市出身者の地元回帰（U ターン）の促進 

 市外からの通勤者や都市圏の移住希望者の転入促進 

 働く場の創出と人手不足対策，市内居住の一体的実施 

 
交流・関係⼈⼝を拡⼤し，移住⼈⼝へつなげることに向けて対策が必要な事項 
 交流人口・関係人口の拡大 

 戦略的・効果的な情報発信（シティプロモーション） 

 あらゆる施策に移住の視点を盛り込む 

 

 

(2) めざす方向 

  これまでの内容を踏まえるとともに，長期総合計画後期基本計画に基づき，本市のめざす方向を

次のとおり定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本市のめざす方向】 

持続可能なまちづくり 

①可能な限り現在の人口の維持 

⇒令和７(2025)年時点で，人口９万人を維持する 

         (令和７年12月31日時点の住民基本台帳人口で計測)

 

②市民満足度の向上 

 ⇒令和７(2025)年時点の市民満足度を災害前の水準である 85％以上に上昇させる 

(令和 7 年度実施予定の市民満足度調査における「住み続けたいと感じる市民の割合」で計測)
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(3) 人口の将来展望 

本市では，令和７(2025)年時点で，９万人の人口を維持することをめざすとともに，将来的に

は，もとの人口である 10 万人に向けて，チャレンジすることとしています。 

 

■人口の将来展望シミュレーション■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ケース A ケース B ケース C ケース D 

区分 
国のシミュレーション 市独自のシミュレーショ

ン１※市のめざす方向 

市独自のシミュレーショ

ン２ 

社人研推計 

合 計 特 殊

出生率 

R12(2030) 年 ま で に

2.10 に段階的に上昇 

現状の動向で推移 

※社人研推計と同一 

第１期人口ビジョンを踏

まえた設定 

現状の動向で推移 

 

人口移動 

直ちに人口移動が均衡

（以降継続） 

20 歳代，30 歳代の社会

移動率を調整 

R22(2040)年まで＝現

状の動向で推移 

R22(2040)以降＝ 

人口移動が均衡 

現状の動向で推移 

 

 

（単位：人）

実績値

H27年
（2015年）

R2年
（2020年）

R7年
（2025年）

R12年
（2030年）

R17年
（2035年）

R22年
（2040年）

R27年
（2045年）

R32年
（2050年）

R37年
（2055年）

R42年
（2060年）

ケースＡ 93,358 90,411 87,686 84,783 81,726 79,098 76,801 74,718 72,827

ケースＢ 91,745 90,008 - - - - - - -

ケースＣ 92,017 87,581 82,982 78,213 74,378 70,944 67,875 65,124 62,602

ケースＤ 91,745 86,925 81,972 76,864 71,669 66,637 61,963 57,520 53,185

推　　計　　値

96,194

96,194 

81,726 

72,827 

90,008 

74,378 

62,602 

71,669

53,185

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

H27年

（2015年）

R2年

（2020年）

R7年

（2025年）

R12年

（2030年）

R17年

（2035年）

R22年

（2040年）

R27年

（2045年）

R32年

（2050年）

R37年

（2055年）

R42年

（2060年）

ケースＡ

ケースＢ

ケースＣ

ケースＤ

（人）

実 績 値 推 計 値

【次ページ参照】 

【本市のめざす方向】 
令和７(2025)年時点で９万人を維持 

※シミュレーションの詳細は 64 ページに掲載。
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■シミュレーション結果（令和 7(2025)年まで）■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人）

ケースＡ

ケースＢ

R7年
（2025年）

90,411

実績値

H27年
（2015年）

R2年
（2020年）

93,358

91,745

推　　計　　値

96,194

90,008

87,581

86,925

ケースＣ

ケースD

92,017

91,745

90,411 

96,194 

90,008 

87,581 

86,925 
86,000

88,000

90,000

92,000

94,000

96,000

98,000

100,000

102,000

H27年

（2015年）

R2年

（2020年）

R7年

（2025年）

ケースＡ

ケースＢ

ケースＣ

ケースＤ

（人）

実績値 推 計 値

【本市のめざす方向】 
令和７(2025)年時点で９万人を維持 
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■シミュレーション一覧■ 

 ケース A ケース B ケース C ケース D 

区分 

国のシミュレーショ

ン 

市独自のシミュレー

ション１ 

※市のめざす方向 

市独自のシミュレー

ション２ 

社人研推計 

合計特殊出生率 

R12(2030)年まで

に 2.10 に段階的に

上昇 

(内訳) 

R2(2020)＝1.74 

R7(2025)＝1.92 

R12(2030) ～ ＝

2.10 

現状の動向で推移 

※社人研推計と同一

 

(内訳) 

R2(2020)＝ 

1.61 

R7(2025)＝ 

1.59 

 

※第１期人口ビジョ

ンの内容を踏まえた

設定 

(内訳) 

R2(2020)＝1.74 

R7(2025)＝1.80 

R12(2030) ＝

1.80 

R17(2035) ＝

1.80 

R22(2040)～＝ 

2.10 

現状の動向で推移 

 

 

(内訳) 

R2(2020)＝ 

1.61 

R7(2025)＝ 

1.59 

R12(2030)＝ 

1.60 

R17(2035)＝ 

1.60 

R22(2040)～＝ 

1.61 

人口移動 

直ちに人口移動が均

衡（以降継続） 

20 歳代，30 歳代の

社会移動率を調整

（※） 

～R22(2040)＝現

状の動向で推移 

R22(2040)～＝ 

人口移動が均衡 

現状の動向で推移 

H27(2015)年 96,194 人 96,194 人 96,194 人 96,194 人

R7(2025)年 90,411 人 90,008 人 87,581 人 86,925 人

R22(2040)年 81,726 人 — 74,378 人 71,669 人

R42(2060)年 72,827 人 — 62,602 人 53,185 人

 

※社会移動率の調整 

【男性】 

コンスタントに転入超となっている男性25～29歳の令和2(2020)年～令和42(2060)年の移動率の平均値0.20084

を 20～24 歳及び 35～39 歳の移動率に適用。さらに，30～34 歳は転入超がピークとなる令和 27(2045)年以降の

0.0061 を適用。 

年齢 適用期間 社会移動率 

20～24歳 令和２(2020)年→令和７(2025)年 0.20084 

25～29歳 令和２(2020)年→令和７(2025)年 0.20084 

30～34歳 令和２(2020)年→令和７(2025)年 0.00610 

35～39歳 令和２(2020)年→令和７(2025)年 0.20084 

 

【女性】 

コンスタントに転入超となっている男性25～29歳の令和２(2020)年～令和42(2060)年の移動率の平均値0.20084

を 20～24 歳及び 25～29 歳の女性の移動率に適用。また，30～34 歳の転入超がピークとなる令和 27(2045)年以降の

移動率 0.00638 を令和２(2020)年→令和７(2025)年に適用。さらに，35～39 歳の転入超がピークとなる令和

27(2045)年以降の移動率 0.00948 を令和２(2020)年→令和７(2025)年に適用。 

年齢 適用期間 社会移動率 

20～24歳 令和２(2020)年～令和７(2025)年 0.20084 

25～29歳 令和２(2020)年～令和７(2025)年 0.20084 

30～34歳 令和２(2020)年～令和７(2025)年 0.00638 

35～39歳 令和２(2020)年～令和７(2025)年 0.00948  
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3.3 三原市長期総合計画と総合戦略・定住自立圏の関係 

本市では，令和２年度～６年度の５年間に進めるまちづくり全体の方向性や取り組む施策の基本方

針，個別事業などを「三原市長期総合計画」において定めています。この計画の中で，「活力づくり」

と「安心づくり」の観点から市の元気を創造する「三原元気戦略」を定め，特に優先的・重点的・全

庁的に取り組む事項を整理しています。 

このうち，主に「活力づくり」に軸足を置き，人口減少対策を進めていく施策・事業等を「総合戦

略」としてまとめます。 

一方，主に「安心づくり」に軸足を置き，市民満足度の向上と生活維持対策を進めていく施策・事

業等を「定住自立圏」としてまとめます。 
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3.4 施策効果の検証と改善 

(1) PDCAサイクルの枠組み 

第１期三原市総合戦略と同様に，対象期間（５年間）で実現すべき数値目標を設定するとともに，

目標達成に向けた施策の進捗状況を評価する「重要業績評価指標（KPI）」及び「達成度を測る指標」

を設定し，PDCA サイクルにより施策効果の検証と改善を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 施策等の検証 

施策や事業の検証については，単年度及び対象期間（5 年間）の PDCA サイクルを確実に実施

し，必要に応じて三原市総合戦略の改定を行います。 

 

 

 

 

 

 

Ｃｈｅｃｋ 

・数値目標の確認 

（目標達成状況の評価） 

Ｃｈｅｃｋ 

・重要業績評価指標(KPI)の確認

・達成度を測る指標の確認 

（進捗状況の評価） 

Ａｃｔｉｏｎ 

・施策の改善 

・事業の見直し 

Ｐｌａｎ 

・事業の設定 

・重要業績評価指標(KPI)の設定

・達成度を測る指標の設定 

対象期間(5 年間)のＰＤＣＡ 

単年度のＰＤＣＡ 

Ｄｏ 

・施策の実施 

・事業の実施 

Ｐｌａｎ 

・基本目標の設定 

・施策の設定 

Ａｃｔｉｏｎ 

・施策の見直し 

・基本目標の見直し 
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4． 第２期三原市総合戦略の基本目標と施策体系等 

4.1 基本目標 

第１期総合戦略と同様に５つの基本目標を定め，人口の減少傾向の抑制に向けた取組を推進して

いきます。ただし，これまで基本目標５は，「住み良さ向上への挑戦」として，防災や環境など生

活・都市基盤の整備や市民活動の支援などの取組を盛り込んできましたが，前項で整理した三原市

定住自立圏において現在居住している市民の生活維持対策に取り組むこととしていることから，三

原市総合戦略においては，ＵＩＪターンを中心とする移住対策に特化することとし，基本目標の名

称も「選ばれるまちへの挑戦」に改めることとします。 

また，５つの基本目標の中でも，本市の人口減少対策として，特に重点的に取り組む必要がある

課題を次のとおり整理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

a：結婚・妊娠・出産・子育てまで切れ目のない支援 

b：健康寿命の延伸と活躍の場づくり 

c：20～34歳の人たちの転出抑制と地元回帰 

  （働く場の創出と人手不足対策，市内居住の一体的実施） 

d：20～34歳の女性が求める働く場づくりと就労支援 

e：交流人口・関係人口の拡大とそれらを移住・定住人口へとつなげる取組の推進

特に重点的に取り組む課題 

定住人口の減少抑制 移住人口の確実な確保 

基本目標１ 働く場づくりへの挑戦 基本目標２ 交流人口拡大への挑戦 

基本目標３ 子ども・子育て充実への挑戦 基本目標４ 市民の健康づくりへの挑戦 

基本目標５ 選ばれるまちへの挑戦 

第２期三原市総合戦略の基本目標 

対応すべき課題 

 

自然減の抑制 社会減の抑制 UIJターンの促進
交流・関係人口を

移住人口へ 
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4.2 めざす方向と基本目標の関係 
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高齢者が社会とのつながりを持ちなが

ら生きがいを持って暮らしている 
○高齢者の活躍促進のための取組強化 

○健康づくり・介護予防の取組強化 

〇認知症予防の取組強化 

 

●介護や支援を必要としない高齢者 

の割合 

魅力的な教育プログラムが行われてお

り，三原の教育の質が高まっている 
○教職員の指導力向上及び児童生徒の体

力向上 

○子どもたちの三原への愛着醸成 

●学力定着の状況 

   ●地域や社会をよくするために何を 

すべきか考えている児童生徒の割 

合 

効果的なプロモーションにより，三原の魅
力や観光情報が発信されている 

○戦略的情報発信 

●テレビ，新聞，雑誌などに観光情報

が取り上げられた回数・広告換算額 

●インターネットでのフォロワー数 

新たな企業誘致により多くの雇用が創

出されている 
○市内産業団地への企業誘致 

○強みを活かした企業誘致 

 

 

●新たに誘致した企業により創出さ 

れた雇用数 

「三原ならでは」の魅力的なコンテン
ツが整っており，市を訪れる人が周
遊・滞在している 

○観光メニューの開発 
○芸術・歴史・文化・スポーツなどの活用

による多様な誘客 
●市外からの年間観光客数 

●宿泊客数 

出会いから結婚，妊娠，出産までのき

め細かな支援体制が充実している 
○出会いから結婚までの支援 

〇妊娠・出産の支援 

 

 

●20 代・30 代の人口に占める婚姻件

数の割合 

健康づくりをはじめるきっかけとなる

機会が充実している 
○健康づくり活動への意識変容・行動変容

の促進 

 

●特定健診の受診率 

●大腸がん，子宮がん，乳がん検診の 

精密検査受診率 

関係人口（三原の応援者や三原と関わ

りを持つ人）が増えている 
○関係人口創出の取組強化 

 

 

●取組を通じて生まれた関係人口 

●ふるさと納税額・件数 

農業・水産業の担い手が確保され，経

営力が向上している 
○新規就労者の確保・育成 

○農業・水産業の経営力向上支援 

 

●新規就農者数・認定農業者数・農業

参入企業数 

●海面水産物水揚量 

市内事業者の活動が活発化している 
○起業・創業の支援 

○人材育成の支援 

○経済活動の活性化支援 

●市内での空き店舗を活用して創業 

した延べ人数 

●起業・創業延べ件数 

●事業を通じて経営支援した人数 

まちの魅力を紹介できる市民が増加す
るなど，市を訪れる人に「おもてなし」
を行う環境が整っている 

○観光推進体制の強化・人材育成 

 

 

●おもてなし人材育成数 

●ツアーガイド人数 

子育ての支援環境が充実している 
○仕事と家庭の両立支援 

○安心して子育てできる環境整備 

 

 

 

●待機児童数 

●保護者の子育て支援への満足度 

市民が気軽に楽しく健康づくり活動に

取り組んでいる 
○健康づくり活動の定着に向けた支援 

 

 

 

●健康づくり活動に取り組んでいる 

市民の割合 

ＵＩＪターン者を支援する体制が充実

している 
○訴求力のある移住情報の発信 

○移住支援の取組強化 

 

●UIJ ターンに関する各種制度の活用

件数 

●ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ窓口での移住支援世帯 

利便性が高く，魅力ある生活を送るこ

とができるまちになっている 
○まちの利便性向上に向けた取組の充実 

〇移住先として魅力的なまちの取組強化 

●新たな技術を活用した取組の事業

化件数 

●中心市街地活性化計画における指

標達成率 

基本目標１ 

働く場づくりへの挑戦 
人手不足解消や生産性向上をはじめとし

た既存事業者への支援に加え，新たな企業

の誘致，農水産業の担い手確保や経営安定

化・成長産業化，20 代・30 代の若年層や

女性，高齢者，外国人等が働きやすい環境

づくりを進めます。 

  ●市内事業所数 

●市内就業者数 

●一人当たり課税対象所得額 

基本目標２ 

交流人口拡大への挑戦 
本市固有の資源を活かした観光コンテン

ツを基盤として，広域連携の枠組みなども

活用し，国内外の観光客の誘客・周遊・滞

在につなげるとともに，おもてなし環境の

整備や積極的な情報発信を推進します。 

 

●一人当たりの観光消費額 

基本目標３ 

子ども・子育て充実への挑戦
男女の出会いから結婚，妊娠，出産，親

子の健康，生活の支援，復職，教育など，

子ども・子育て世代への支援の充実に取り

組みます。 

 

 

●15～49 歳の女性数に占める

出生数の割合 

基本目標４ 

市民の健康づくりへの挑戦 
健康づくりに自らが取り組む多くの市民

の意識と行動の変容を促す取組や，県立広

島大学をはじめとした関係機関等との連携

により，健康寿命を延伸させる取組を進め

ます。 

 

●健康寿命 

基本目標５ 

選ばれるまちへの挑戦 
訴求力がありターゲットを明確にしたシ

ティプロモーションにより，ＵＩＪターン

の増加や，交流人口・関係人口を移住人口

へとつなげる取組の推進を図るなど，移住

者から選ばれるまちづくりを進めます。 

 

●社会動態(転出・転入)による

人口変動 
数値 

目標 
数値 

目標 

数値

目標

数値

目標
数値 

目標 

  

KPI 

  

KPI 

  

KPI 

  

KPI 

  

KPI 

  

KPI 

  

KPI

  

KPI

  

KPI

  

KPI

  

KPI

  

KPI

  

KPI 

  

KPI 

  

KPI 

三原の魅力的な観光情報が海外に伝わ
り，多くの外国人観光客が訪れている 

○外国人観光客の受入環境整備 

●インバウンド観光客数   

KPI 

若い世代，女性，高齢者，障害者，外

国人が働きやすい環境が整っている 
○若い世代，女性，高齢者，障害者，外国

人等の就労支援 

●就職を理由とした 20 代・30 代の

転出超過数 

●女性（20 代・30 代）の就業率 

●外国人就労者（技能実習者）数 

  

KPI 

【特徴を出す事項】 

★強み（気候，水，交通，米粉，大学）を

活かした産業振興 

★ＩＴ等情報通信分野の働く場の開拓 

★女性，外国人等が活躍できる環境づくり

による人材不足対策 

【特徴を出す事項】 

★空・道・港の結節点，交通利便性を活か

した誘客 

★瀬戸内，食，特産物など三原固有の資源

の徹底活用 

【特徴を出す事項】 

★子育てをしたくなる安全・安心な環境づ

くり 

★企業と連携した仕事と家庭の両立支援 

★県内トップレベルの学力づくり 

【特徴を出す事項】 

★健康長寿 No.1 をめざした取組の推進 

 

広域での連携により交流人口拡大につ
ながる効果的な取組が実施できている 

○広域連携による誘客 

●広域連携により実施した交流人口 

拡大に関連する取組での誘客数 

  

KPI 

【特徴を出す事項】 
★ニーズにあわせた移住支援 
★地域の特性を活かしたﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝの提供 
★関係人口を移住・定住人口へとつなげる

取組の推進 
★スマートシティに向けた取組 
★訴求力がありターゲットを明確にした

シティプロモーション 

4.3 施策体系 
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5． 具体的な施策と重要業績評価指標(KPI) 

5.1 働く場づくりへの挑戦 

基本目標１ 働く場づくりへの挑戦 

【基本的方向】 

市の活力づくりに向け，多くの人が市内で働くことができる環境を整備することが必要で

す。とりわけ，20 代・30 代が市内で就労できる機会を創出するとともに，女性が安心して

働ける環境整備などを通じた働き手の確保が求められています。 

これに向け，人手不足解消や生産性向上をはじめとした既存事業者への支援に加え，新た

な企業の誘致，農水産業の担い手確保や経営安定化・成長産業化，20 代・30 代の若年層や

女性，高齢者，外国人等が働きやすい環境づくりを進めます。 

 

【数値目標】 

指標 基準値 目標値 

市内事業所数 4,654事業所(H26) 5,000事業所（R6） 

市内就業者数 46,798人(H26) 50,000人（R6） 

一人当たり課税対象所得額 101.2千円（H30） 上昇（R6） 

  

 

施策 重要業績評価指標(KPI) 

(1) 新たな企業誘致により多くの雇用が創出

されている 

 新たに誘致した企業により創出された雇用

数 

(2) 農業・水産業の担い手が確保され，経営力

が向上している 

 新規就農者数・認定農業者数・農業参入企

業数 

 海面水産物水揚量 

(3) 市内事業者の活動が活発化している  市内での空き店舗を活用して創業した延べ

人数 

 起業・創業延べ件数 

 事業を通じて経営支援（経営指導等）した

人数 

(4) 若い世代，女性，高齢者，障害者，外国人

が働きやすい環境が整っている 

 就職を理由とした20代・30代の転出超過数

 女性（20代・30代）の就業率 

 外国人就労者（技能実習者）数 
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(1) 新たな企業誘致により多くの雇用が創出されている 

【重要業績評価指標(KPI)】 

指標 基準値 目標値 

新たに誘致した企業により創出された

雇用数 
－（R1） 1,000人（R6） 

 

【事業】 

○市内産業団地への企業誘致 

事業

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

1 産業団地整備事

業（本郷・新規） 

 本郷産業団地２期・３期の早期整備に向

け，県との連携を図る。 

 本郷産業団地（第２・３

期分）の整備進捗率： 

H31 ― 

    ↓ 

R3  100％ 

2 企業誘致促進事

業 

 広島県と連携した企業誘致活動を実施す

る。 

 企業誘致促進本部を随時開催するなど企

業誘致及び立地企業の円滑な操業に関

することなどについて協議・検討する。

 市内産業団地への誘致

企業数： 

H31 ― 

    ↓ 

R6  6社 

 

○強みを活かした企業誘致 

事業

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

3 農業参入企業支

援事業 

 農業参入企業を誘致し雇用の確保を図

る。 

 参入企業がめざす営農計画の実施に必要

な支援を行う。 

 農業への企業参入件数：

 

（数値調整中） 

4 産業用地調査・

整備事業 

 継続した企業誘致活動を実施するため，

産業団地として整備可能な用地を調査

する（工業用水の利用が可能，1ha以上）。

※指標については，調査結

果を踏まえて設定を検討

する。 
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(2) 農業・水産業の担い手が確保され，経営力が向上している 

【重要業績評価指標(KPI)】 

指標 基準値 目標値 

新規就農者数（累計） 26（H30） 36（R6） 

認定農業者数 66（H30） 76（R6） 

農業参入企業数 9（H31） 11（R6） 

海面水産物水揚量（トン） 102（H30） 124（R6） 

 

【事業】 

○新規就労者の確保・育成 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

5 振興作物生産拡

大支援事業 

 市が定めた振興作物（ばれいしょ，わけ

ぎ，キャベツ，ほうれんそう，トマト，

白ねぎ等）の生産拡大のため重点的な支

援を行う。 

 振興作物栽培面積： 

H31 49ha 

   ↓ 

R6  77ha 

6 新規就農者支援

事業 

 新規就農者や集落法人，認定農業者等 

が，めざす営農計画の実施に必要な支援

を行う。 

 新規就農者（自立農家）

として就農した人数（累

計）： 

H31 26 人 

   ↓ 

R6  36人 

7 強い農業・担い

手づくり総合支

援事業 

 産地の収益力強化と担い手の経営発展

を推進するため，産地・担い手の発展の

状況に応じて，必要な農業用機械・施設

の導入を農業経営体の規模に応じ支援

する。 

 支援件数（累計）： 

H31 ― 

   ↓ 

R6  ５件 

8 農地確保支援事

業 

 担い手への農地の集積のため，貸し付け

希望のある農地所有者の洗い出しや，貸

し付け希望者と担い手とのマッチング，

担い手への農地の集積に貢献した地権

者や地域に対する協力金の交付を行う。

 担い手への農地集積率：

H30末 26.7％ 

    ↓ 

R6末 37.0％ 

 

○農業・水産業の経営力向上支援 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

9 地産地消推進事

業 

 地場産農産物の収集・運搬体制を整備し，

共同調理場への供給増を図ることで， 

学校給食における地産地消を推進する。

 学校給食地場産食材割 

合： 

H31 44％ 

   ↓ 

R6  60％ 
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10 6 次産業化支援

事業 

 農商工連携の進んでいる米粉を軸に，三

原市産農産物の販路の拡大により，栽培

面積及び農業者所得の向上をめざす。 

 米粉用米の売り上げ 

 

（数値調整中） 

 

11 水産業振興事業  漁業者及び水産業関係団体等と協働し，

水産資源増大対策，漁業経営安定化対

策，消費･販路の拡大と魚価向上への取

組，豊かな里海･浜の魅力発信，漁港･海

岸施設の維持管理を総合的に展開する

ことで，意慾を持って就業でき，将来に

わたり持続的に発展する水産業の実現

を図る。 

 三原やっさタコ生産量：

R2  23ｔ 

↓ 

 R6  28ｔ 

 三原やっさタコ市外販

売率： 

R2  7.8％ 

 ↓ 

R6 13.2％ 

 三原市漁業協同組合の

組合員(漁業者数)： 

R2  47人 

   ↓ 

R6  51人 

12 米粉の生産拡大

支援事業 

 米粉用米について，需要や各地域の特性

を踏まえ，生産拡大に向けた支援を行

う。 

 米粉用米の作付面積： 

H31 70.6ha 

   ↓ 

R6 120.0ha 

13 スマート農業支

援事業 

 ドローン防除，リモコン草刈機など，農

作業の省力化につながる新技術の動向

を注視し，実証実験に取り組む。 

 スマート農業取組件数：

H31 ― 

   ↓ 

R6  10件 
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(3) 市内事業者の活動が活発化している 

【重要業績評価指標(KPI)】 

指標 基準値 目標値 

市内での空き店舗等を活用して創業

した延べ人数 
92人（H30） 109人（R6） 

起業・創業支援延べ件数 258件（H30） 270件（R6） 

事業を通じて経営支援（経営指導等）

した人数 
58件（H30） 65件（R6） 

 

【事業】 

○起業・創業の支援 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

14 起業化促進事業  創業支援事業計画に基づき，特定創業支

援事業修了者に対し，創業資金の利子補

給，店舗の改修費・家賃補助等の上乗せ

支援をする。 

 起業・創業を支援するため，空き店舗や

空きビルを活用したサテライトオフィ

スや共有オフィス等の整備や運営等の

支援を行う。 

 地域経済の新たな活力を生み出すため，

産業の集積及び地域産業が育ちやすい

環境整備と総合的な起業の育成支援体

制を構築する。 

 第二創業者に対する新事業展開の支援及

び新規起業者の育成・創業支援に向けた

施策を計画的･効率的に進めるため，産

学官金連携による三原市起業化促進連

携協議会を設立し，ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀを配置した

支援拠点の設置・運営を支援する。 

 上記の支援拠点において，相談・セミナ

ー等を開催するとともに，創業希望者の

フェーズに応じた創業支援を通じ，新た

な就業・雇用の場を創出する 

 創業者延べ人数： 

H30 92人 

  ↓ 

R6 109人 
※創業支援事業計画指標

 

 創業支援者延べ件数： 

H30 258件 

    ↓ 

R6  270件 
※創業支援事業計画指標 

 

 経営指導した延べ件数：

H30 58件 

    ↓ 

R6  65件 
※創業支援事業計画指標 

 

 

15 サテライトオフ

ィス誘致事業 

 広島県によるサテライトオフィス導入促

進事業と連携し，ＩＴ関連企業等のサテ

ライトオフィスの誘致を促進する。 

 誘致数： 

H31 ― 

    ↓ 

R6  5社 
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16 中心市街地活性

化支援事業 

 中心市街地の活性化に向けた取組を推進

する事業主体となるまちづくり会社の

体制強化等を図るため，事業費の一部を

補助する。 

 空き家や空き店舗の解消を図るためベン

チャー企業等の誘致を促進し，ファンド

を活用してリノベーションを支援する。

 商工団体等が中心市街地の活性化を目的

に行う事業に対し補助する。 

 中心市街地区域内の空き店舗，空き事務

所を賃借し新規出店する者に対し，改装

費・家賃を補助する。 

 中活計画掲載事業の実

施件数（累計）： 

  H30 24件 

    ↓ 

  R2  60件 

 中心市街地商業等活性

化事業実施件数）： 

H31 ― 

 ↓ 

R6 20件 

（R2からの累計） 

 リノベーション支援件

数： 

H31 ― 

 ↓ 

R6 50件（10件/年）

 

○人材育成の支援 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

17 高度なビジネス

人材育成支援事

業 

 高度な社会人育成やイノベーションの創

発につながる教育プログラムにより，地

域や経済の活性化につながる人材育成

の取組を支援する。 

 当該取組により支援した

人数（累計）： 

H29～H31 81人 

    ↓ 

R2～R6  100人 

18 IT人材育成事業 ※事業実施に向けて検討する。 ※事業の検討状況を踏ま

え，今後設定する。 

 

○経済活動の活性化支援 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

19 地域経済循環創

造支援事業 

 起業・創業や６次産業化の支援など，市

域内の経済循環を構築する民間事業者

の取組を支援する。 

 地域経済循環創造事業交

付金の活用件数（累計）：

H30 ― 

    ↓ 

R6 2件 

20 市内事業者の販

路拡大支援事業 

※事業実施に向けて検討する。 ※事業の検討状況を踏ま

え，今後設定する。 

21 生産性向上支援

事業 

※事業実施に向けて検討する。 ※事業の検討状況を踏ま

え，今後設定する。 
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(4) 若い世代，女性，高齢者，障害者，外国人が働きやすい環境が整っている 

【重要業績評価指標(KPI)】 

指標 基準値 目標値 

転出者に占める就職を理由とした 20

代・30代の転出割合 
13.2%（H30） 8%（R6） 

女性（20代・30代）の就業率 68.3%（H27） 74%（R7） 

外国人就労者（技能実習者）数 926人(H30) 2,500人（R6） 

 

【事業】 

○若い世代，女性，高齢者，障害者，外国人等の就労支援 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

22 都市圏からの人

材呼び戻し事業 

 ハローワーク三原，商工団体と協力し，

就職支援会社等のノウハウを活用した

中小企業の採用担当者向けの研修，都

市圏での合同就職面接会の参加支援及

び，市内で実施する就職ガイダンスの

周知を実施し，地元企業とUターン希

望等の都市圏の人材とのマッチングを

図り，地域雇用の安定化を図る。 

 就職ガイダンス等を契

機とした延べ就職者数

（累計）： 

H31 ― 

↓ 

R6  25人 

23 雇用・就労支援

事業 

 ハローワーク三原，商工団体と連携し

た就職ガイダンスの実施及び中学・高

校・大学生向けに，企業紹介を中心とし

た情報誌を作成し，配布する。 

 就職ガイダンス等を契

機とした延べ就職者数

（累計）： 

H31 ― 

↓ 

R6  50人 

24 女性の活躍支援

事業 

 地域社会活動における男女共同参画推進

のため，政策・方針の立案や決定過程へ

の参画促進のため，各種審議会等への女

性委員割合を増やす。 

 職業生活における女性活躍支援のため，

関係機関と連携して，事業主（企業経営

者）に対し，「女性活躍推進法」などを

周知するとともに，女性が就業しやすい

職場環境づくりのための普及・啓発を行

う。 

 

 各種審議会等に占める

女性委員の割合： 

H31 28.3％ 

    ↓ 

R6  33％ 

 職場における男女の地

位が平等と感じる人の

割合： 

H28 17.1％ 

    ↓ 

R6 上昇 

25 障害者就労支援

事業 

 就労体験事業を通じて，障害者の一般就

労に向けての支援を行う。 

 就労に対する不安の軽減，就職意欲の向

上を図るため，就労支援事業の拡充を図

る。 

 福祉施設から一般就労

への移行者数： 

H30 28人 

↓ 

R6  36人 
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26 介護職員就労支

援事業 

 介護に係る資格取得等の支援を通じ，就

労機会の創出やスキルアップによる雇

用環境の向上に向けた取組を実施する。

 当該支援事業の活用者

（累計）： 

H28～30 64人 

    ↓ 

R2～6  110人 

27 就労者通勤支援

事業 

 市外からの転入者獲得に向け，市内に住

み市外へ働きにいける環境を整備する

ため，通勤支援等のニーズ調査を実施

し，事業化を検討する。 

※調査結果により，今後事

業化を検討する。 

28 フリ－Wi-Fi 等

通信環境整備事

業 

※事業実施に向けて検討する。 ※事業の検討状況を踏ま

え，今後設定する。 

29 外国人就労者受

入機関設置支援

事業 

 廃校等を活用した外国人就労者受入機関

の設置について，商工団体及び公益財団

法人 国際研修協力機構（JITCO）などと

連携し，検討する 

※事業の検討状況を踏ま

え，今後設定する。 

30 外国人就労支援

事業 

 商工団体及び公益財団法人 国際研修協

力機構（JITCO）などと連携し，検討す

る。 

※事業の検討状況を踏ま

え，今後設定する。 

31 アクティブシニ

ア就労支援事業 

 働く意欲のある高齢者等が，その能力や

経験を活かして活躍できるよう支援す

る。 

 生活支援員養成講座受

講者数（累計）： 

H28～31 31人 

    ↓ 

R6     80人   

再-1 IT 人材育成事業

（再掲） 

No.18の再掲  
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5.2 交流人口拡大への挑戦 

基本目標２ 交流人口拡大への挑戦 

【基本的方向】 

市の活力づくりに向け，観光を新たな産業の柱のひとつとして位置付け，交流人口の拡大

により観光客数や観光消費額を増加させることで，地場産業の振興や雇用の確保などにつな

げていくことが必要です。 

これに向け，本市固有の資源を活かした観光コンテンツにより，国内外からの観光客を周

遊・滞在させるとともに，積極的な「おもてなし」や情報発信を図ります。 

 

【数値目標】 

指標 基準値 目標値 

一人当たりの観光消費額 2,244円（H29） 3,500円（R6） 

  

 

施策 重要業績評価指標(KPI) 

(1) 「三原ならでは」の魅力的なコンテンツが

整っており，市を訪れる人が周遊・滞在し

ている 

 市外からの年間観光客数 

 宿泊客数 

(2) まちの魅力を紹介できる市民が増加する

など，市を訪れる人に「おもてなし」を行

う環境が整っている 

 おもてなし人材育成数 

 ツアーガイド人数 

(3) 効果的なプロモーションにより，三原の魅

力や観光情報が発信されている 

 テレビ，新聞，雑誌などに観光情報が取り

上げられた回数・広告換算額 

 インターネットでのフォロワー数 

(4) 三原の魅力的な観光情報が海外に伝わり，

多くの外国人観光客が訪れている 

 インバウンド観光客数 

(5) 広域での連携により，交流人口拡大につな

がる効果的な取組が実施できている 

 広域連携により実施した交流人口拡大に関

連する取組での誘客数 
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(1) 「三原ならでは」の魅力的なコンテンツが整っており，市を訪れる人が周遊・滞在している 

【重要業績評価指標(KPI)】 

指標 基準値 目標値 

市外からの年間観光客数 1,484千人（H30） 1,840千人（R6） 

宿泊客数 145,759人（H30） 189,000人（R6） 

 

【事業】 

○観光メニューの開発 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

32 飲食業等観光事

業者支援事業 

 タコ・地酒・スイーツを中心に，瀬戸内

の魚介，鶏など三原産品を取扱う事業者

を認証し，店舗情報発信を行う。 

 取扱認証店舗数： 

H31 60店舗 

  ↓ 

R6  80店舗 

33 佛通寺・高坂自

然休養村エリア

活用事業 

 紅葉シーズンを含め年間を通して佛通寺

の古刹めぐりや賑わい創出を検討する。

 高坂自然休養村での観光体験メニューに

よる誘客促進を図る。 

 佛通寺・高坂エリア観光

客数： 

H31 10万人 

  ↓ 

R6  13万人 

34 広島空港周辺活

性化事業 

 空港民営化や地域連携DMOとの連携によ

り，観光客数及び観光消費額の増加を図

る。 

 広島空港とその周辺施設の魅力を活かし

たイベントや情報発信により，空港エリ

アへの誘客を図る。 

 広島空港周辺観光客数：

  H31 12万人 

    ↓ 

  R6  30万人 

 広島空港周辺施設の年

間利用者数： 

H30  822千人 

   ↓ 

R6  1,300千人 

35 道の駅活用事業  市内2箇所の「道の駅」を周遊コースに

含めたツアーの造成など検討する。 

 「道の駅」ネットワークを活用し，市内

外のキャンペーンなどの取組みにより，

利用者の増加を図る。 

 「道の駅」利用者数： 

  H31  60万人 

       ↓ 

  R6  80万人 

36 三原内港再生事

業 

 三原内港を「人が訪れ，楽しみ，滞留

する場所」として位置づけ，内港エリ

ア全体の魅力や回遊性の向上と，市中

心部の交流拠点としてふさわしい港湾

施設整備を行う。 

 内港エリア内年間利用

者数： 

H30 21,000人 

  ↓ 

R6  23,000人 

37 民泊・農泊支援

事業 

 農業体験や民泊新法に基づく民泊事業者

の情報発信や古民家を改修し宿泊業を

取組む事業者に対し，開業支援などを検

討する。 

 民泊件数： 

 H31 3件 

   ↓ 

 R6 増加 
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○芸術・歴史・文化・スポーツなどの活用による多様な誘客 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

38 大規模スポーツ

大会・合宿等誘

致・開催事業 

 スポーツ大会やスポーツイベントなど

の開催を支援し，スポーツに触れる機会

の拡充を図る。 

 大規模スポーツ大会等

の開催数： 

R1 6件 

  ↓ 

R6 調整中 

39 トリエンナーレ

開催事業 

 2020 年開催県東部において開催する現

代アートの展覧会で，魅力的な作品を展

示するとともに，国内外からの誘客を図

る。 

 入場者数： 

H30 － 

  ↓ 

R2 35,000人 

40 芸術・文化振興

事業 

 芸術文化センター「ポポロ」を拠点とし

た文化芸術に関する事業を推進する。 

 芸術文化センター「ポポ

ロ」年間利用者数： 

H30   

  ↓ 

R6 100,000人 

41 文化財活用事業  文化財講演会や見学会の開催や重要文

化財の公開等を進め，伝統文化に触れる

機会を創出する。 

 歴史民俗資料館への入

場者数： 

H30   

  ↓ 

R6  7,500人 
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(2) まちの魅力を紹介できる市民が増加するなど，市を訪れる人に「おもてなし」を行う環境が整っ

ている 

【重要業績評価指標(KPI)】 

指標 基準値 目標値 

おもてなし人材育成数      ―（R1） 増加（R6） 

ツアーガイド人数 63人 80人（R6） 

 

【事業】 

○観光推進体制の強化・人材育成 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

42 観光ガイド養

成・ネットワー

ク化事業 

 観光協会においてガイド研修や登録を行

い，また新たなガイドの育成について，

支援していく。 

 観光ガイド人数： 

  H31 63人 

    ↓ 

  R6  80人 

43 観光情報集約化

事業 

 観光戦略プランに掲げる戦略的情報発信

により，ターゲットに応じた情報発信や

広域連携によるプロモーションに取り

組む。 

調整中 

44 観光案内拠点整

備・活用事業 
 陸路のゲートウエイであるJR三原駅構内

に新たに観光案内所を常設するなど，観

光客へのおもてなし充実を図る。 

 観光案内所訪問人数： 

  H31 14,000人 

    ↓ 

  R6  20,000人 
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(3) 効果的なプロモーションにより，三原の魅力や観光情報が発信されている 

【重要業績評価指標(KPI)】 

指標 基準値 目標値 

テレビ，新聞，雑誌などに観光情報が取

り上げられた回数・広告換算額 
100,000千円（H30） 200,000千円（R6） 

インターネットでのフォロワー数 調整中 調整中 

 

【事業】 

○戦略的情報発信 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

45 観光プロモーシ

ョン事業 

 メディアリレーションによる発信によ

り，リアルタイムな観光プロモーション

が図られる。 

 広告換算額： 

  H31 100,000千円 

    ↓ 

  R6  200,000千円 

46 情報発信コンテ

ンツ活用事業 

 観光PVを活用し，市ホームページの他に

各旅行会社等への配布，デジタルサイネ

ージでの放映により認知度向上を図る。

 市ホームページに観光コースを紹介する

とともに，市フェイスブックを活用した

情報発信を行う。 

 シビックプライドの醸成のもと，市民協

働によりインスタグラムなどSNSを活用

した情報発信に取組む。 

 市ホームページアクセ

ス数： 

 （数値調整中） 

 

 

 市フェイスブック「いい

ね」数： 

（数値調整中） 

47 マスコットキャ

ラクター活用事

業 

 市公式マスコットキャラクター「やっさ

だるマン」をさまざまなイベントや市民

貸出により，市の認知度向上を図る。 

 マスコットキャラクターのノベルティグ

ッズを作成し，三原ファンの拡大を図

る。 

 貸出件数： 

  H31 35件 

    ↓ 

  R6  50件 

48 ふるさと情報発

信推進事業 
 市外・県外在住の市出身者に対する情報

発信を行うことで，移住定住者・ふるさ

と納税の増加を図る。 

 ふるさと大使を活用し，市のPRを促進す

るとともに，認知度向上を図る。 

 市の認知度： 

  H31 － 

    ↓ 

  R6 45％ 
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(4) 三原の魅力的な観光情報が海外に伝わり，多くの外国人観光客が訪れている 

【重要業績評価指標(KPI)】 

指標 基準値 目標値 

インバウンド観光客数 40千人（H30） 52千人（R6） 

 

【事業】 

○外国人観光客の受入環境整備 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

49 国際化推進事業  海外都市との交流や連携により市民同士

の友好関係を育み，双方にとって有益な

取組を進める。 

・ニュージーランド（パーマストン・ノ

ース市） 

・台湾（桃園市） 

・他の海外都市 

 広島県国際観光テーマ地区推進協議会と

連携するなど，インバウンド観光客への

対応に向けた事業を実施する。 

 地域に暮らす外国人や

海外との交流など，国際

交流ができる機会が充

実していると感じる市

民の割合： 

H30 4.1％ 

↓ 

   R6 上昇 

 外国人観光客数： 

R1 ●千人 

↓ 

R6 ●千人 

50 インバウンド誘

客情報発信事業 

 広島空港を起点にタクシー等二次交通を

活用した広域周遊観光商品を提供する。

 寺社仏閣を活用し，坐禅など日本カルチ

ャーが体験できる観光商品を提供する。

 外国人観光客数： 

  H31 40人 

    ↓ 

  R6  52人 

51 インバウンド観

光客受け入れ環

境整備事業 

 ホテル旅館業者に対し，ホームページの

多言語化などインバウンド対応の環境

整備をしたうえで，客室の内装改修費を

補助する。 

 観光案内看板（サイネージ）等の多言語

化の整備を推進する。 

 FreeWi-Fiの設置を促進する。 

 外国人宿泊者数： 

 H31   人 

   ↓ 

 Ｒ6   人 

52 DMO推進事業  地域連携DMOを設立するとともに，民間事

業者（DMC）と連携を図り，観光客数と

観光消費額の増加を図る。 

 DMC提供商品売上額（累

計）： 

  H31 ― 

    ↓ 

  R5  489,000千円 

 DMC造成ツアープログラ

ム参加者数（累計）： 

  H31 ― 

    ↓ 

  R6 4,800人 
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(5) 広域での連携により，交流人口拡大につながる効果的な取組が実施できている 

【重要業績評価指標(KPI)】 

指標 基準値 目標値 

広域連携により実施した交流人口拡大

に関連する取組での誘客数 
調整中 調整中 

 

【事業】 

○広域連携による誘客 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

53 三矢の訓観光連

携事業 

 毛利三兄弟として，歴史的つながりがあ

る安芸高田市，北広島町，三原市の2市

1 町において，相互に交流を図り連携を

深める。 

 観光ガイドボランティアを養成する研修

やグッズの開発・販売・イベントの開催

などを共同で実施する。 

 県立広島大学との連携による「毛利戦国

食」を広く周知するイベントの開催やレ

シピの提供による商品化を検討する。 

 観光ボランティア研修

参加者数： 

H31 20人 

    ↓ 

  R6  50人 

 

 共同イベント開催数 

  H31 3件 

    ↓ 

  R6  5件 

54 せとうち DMO と

の連携強化事業 

 せとうち DMO との連携を深め，民間 DMC

との情報共有や情報発信を図る。 

 

55 広島広域都市圏

連携事業 
 連携中枢都市圏構想に基づき，「圏域の経

済成長」，「高次の都市機能の集積・強

化」，「生活関連サービスの向上」を図る

ための取組を連携中枢都市や他都市と

の広域連携により実施する。 

 毛利氏関係博物館等連携 

毛利氏関係博物館等がある広島市，三原

市，安芸高田市，北広島町，岩国市の5

市町6施設で連携し，各施設の知名度向

上や入館者数増を図る。 

 広島広域都市圏域内人

口： 

H30 231.4万人 

    ↓ 

 R6 224.9万人 

 

 

 共同でのイベントの継

続： 

 H31 1件 

    ↓ 

R6  1件 

56 備後圏域連携事

業 
 連携中枢都市圏構想に基づき，「圏域の経

済成長」，「高次の都市機能の集積・強

化」，「生活関連サービスの向上」を図る

ための取組を連携中枢都市や他都市と

の広域連携により実施する。 

 備後圏域内人口： 

H30 231.4万人 

    ↓ 

    R6 224.9万人 

57 臨空広域都市圏

連携事業 
 広島臨空広域都市圏活性化ビジョンに基

づいた圏域の振興を図る。 

※事業内容と併せて，今後

検討する。 

再-2 DMO推進事業（再

掲） 
No.54の再掲  
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5.3 子ども・子育て充実への挑戦 

基本目標３ 子ども・子育て充実への挑戦 

【基本的方向】 

周囲に温かく対応してくれる支援者がいて，子どもを産み育てやすい環境であるとともに，

子どもたちの確かな学力や心身の成長を促すことができる環境は，市の未来の担い手育成や

暮らす場所としての魅力という点でも欠かせません。 

そのため，男女の出会いから結婚，妊娠，出産，保育，親子の健康，生活の支援，復職，

教育など，子ども・子育て世代への支援の充実に挑戦します。 

 

【数値目標】 

指標 基準値 期待する値 

15～49 歳の女性数に占める出

生数の割合 
3.48（H29） 現状維持（R4） 

  

 

施策 重要業績評価指標(KPI) 

(1) 出会いから結婚，妊娠，出産までのきめ細

かな支援体制が充実している 

 20代・30代の人口に占める婚姻件数の割合

(2) 子育ての支援環境が充実している  待機児童数 

 保護者の子育て支援への満足度 

(3) 魅力的な教育プログラムが行われており，

三原の教育の質が高まっている 

 学力定着の状況 

 地域や社会をよくするために何をすべきか

考えている児童生徒の割合 
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(1) 出会いから結婚，妊娠，出産までのきめ細かな支援体制が充実している 

【重要業績評価指標(KPI)】 

指標 基準値 期待する値 

20 代・30 代の人口に占める婚姻件数の

割合 
1.85（H29） 2.00（R6） 

 

【事業】 

○出会いから結婚までの支援 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

58 縁結びサポータ

ー養成事業 

 市民を対象にした「みはら縁結びサポー

ター」養成講座・情報交換会を開催し，

独身者の結婚や婚活に関する相談に応

じ，成婚に向けてアドバイスできる人材

を養成する。 

 サポーター数： 

H30 49人 

  ↓ 

R6 108人 

 成婚組数（累計）： 

H30 0組 

  ↓ 

R6 4組 

59 ひろしま出会い

サポートセンタ

ー連携事業 

 広島県が進める「みんなでおせっかいこ

いのわプロジェクト」と連携し，独身者

への啓発や，ボランティア団体・個人の

発掘，また，近隣市町や企業等との連携

による出会いの場を創出する。 

 婚活イベント実施回数：

H30 － 

  ↓ 

R6  1回 

 

【事業】 

○妊娠・出産の支援 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

60 不妊検査・不妊治

療費助成事業 
 不妊検査費・一般不妊治療費助成 

・助成額：自己負担の1/2（5万円上限） 

・助成回数：1夫婦1回 

 特定不妊治療費・男性不妊治療費助成 

・助成額：治療ステージにより 7.5 万円ま

たは15万円上限 

・対象者：妻43歳未満の夫婦 

・助成回数：妻の年齢により1夫婦3～6回

●不育症治療費助成事業（予定） 

・助成額：年度に１回30万円上限 

・対象者：妻43歳未満の夫婦 

【いずれも市税等の滞納がない世帯】 

 不妊検査費治療費助成

者が検査や治療開始の

きっかけになったと回

答した者の割合： 

H30 100％ 

↓ 

R6  100％ 
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61 周産期医療体制

維持継続等支援

事業 

 本市における産科医療体制を維持継続す

るために，市民の分娩を取り扱う医療機

関に対し，分娩体制を維持・継続するた

めの経費の一部を補助する。 

 市内の分娩を取り扱う

医療機関数（累計）： 

H30 2箇所 

↓ 

R6  2箇所 

62 妊産婦・乳幼児訪

問指導事業 

 妊娠中，産後，育児の不安の軽減を図る

ための訪問指導を行う。 

 育児不安の軽減，順調な成長発達を促す

ための訪問指導を行う。 

 産婦訪問割合： 

H30 98.7％ 

↓  

R6 100％ 

63 子育て世代包括

支援センター事

業 

 妊娠，出産，子育てに関する相談のワン

ストップ窓口として「子育て世代包括支

援センター」において，切れ目のない支

援を実施する。 

 センターでは保健師，助産師の専門職を

配置し，妊娠期から就学までの母子の健

康や子育ての相談及び支援を総合的に行

う。 

 新たに「子ども家庭総合支援拠点事業」

を一体的に行い，要保護児童及び要支援

児童の支援強化を行う。（予定） 

 相談件数： 

H30 2,707件 

↓ 

R6  3,000件 
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(2) 子育ての支援環境が充実している 

【重要業績評価指標(KPI)】 

指標 基準値 目標値 

待機児童数 33（H30） 0（R6） 

保護者の子育て支援への満足度 63.6％ 70.0％（R6） 

 

【事業】 

○仕事と家庭の両立支援 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

64 0～2 歳児の保

育等の受け皿

づくり事業 

 既存施設の認定こども園への移行及び

地域型保育事業の設置を促進する。 

 待機児童数： 

H30 46人 

  ↓ 

R6   0人 65 放課後児童ク

ラブ運営事業 

 保護者が就労等のため昼間留守となる

家庭の小学生を対象に，小学校の余裕

教室等において，適切な遊びや生活の

場を提供し，健全な育成を図る。 

66 みはら子育て

ネット活用促

進事業 

 市民と子育て支援団体及び行政が，双

方向から情報を収集・発信しながらネ

ットワークを形成できる子育て情報に

ついて，ホームページによる情報提供

を行う。 

 年間アクセス件数： 

H30 22,255件 

  ↓ 

R6  25,000件 

67 病児・病後児保

育事業 

 病児保育は，病気の児童を対象とし，

病後児保育は，病気が急性期を経過し

回復期にあるお児童対象として，一時

的に保育する。 

 実施施設数： 

R1 病児保育  １箇所 

病後児保育 １箇所 

↓ 

R6 病児保育  １箇所 

病後児保育 １箇所 



 

43 
 

 

68 働き方改革・ワー

クライフバラン

ス普及啓発事業 

 男女共同参画の推進を積極的に実

施した市民や事業者などを表彰

し，公表する。 

 「女性活躍推進法」の施行を背景

に，一般事業主行動計画の策定，

届出，公表することで，女性の活

躍推進の取り組みを前進させる。

 企業や家族の協力と支援のもと

に，育児・介護・家事などの家庭

生活における活動が行われるな

ど，職業生活と家庭生活の両立を

支援するため，関係機関と連携し

て企業などへの啓発活動や連携

を図る。 

 市内企業に対して，広島県が実施

する各種登録制度や奨励金等を

周知し，円滑に活用できるよう支

援する。 

 男女共同参画社会づくり表彰

件数（累計）： 

H31 16件 

    ↓ 

R6 26件 

 一般事業主行動計画の策定事

業件数： 

H31 8事業所 

    ↓ 

R6  増加 

 登録事業所数： 

・広島県仕事と家庭の両立支援企業 

H30 23社 

  ↓ 

R6  増加 

・広島県男性育児休業等促進宣言企業 

(育メン休暇応援制度) 

H30 10社 

  ↓ 

R6 増加 

69 父親の育児参加

促進支援事業 
 父親の育児参加に対する意識醸成

や，母親の負担軽減に向けて，父

親と子どもが一緒に参加できる

父親対象のイベントなどを開催

し，その参加等をきっかけに，父

親同士が子育てに関する悩みを

共有するなど，仕事と子育ての両

立に向けた父親同士のネットワ

ークづくりを推進する。 

 イベント実施回数： 

H30 1回 

  ↓ 

R6  6回 

 ネットワーク主催イベント実

施回数(累計)： 

H30 0回 

  ↓ 

R6  3回 

再-3 女性の活躍支援

事業（再掲） 

No.24の再掲  

再-4 フリーWi-Fi 等

通信環境整備事

業（再掲） 

No.28の再掲  

 

○安心して子育てできる環境整備 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

70 乳幼児等医療費

助成事業 

 子どもの疾病の早期発見・治療の

促進と，家庭の経済的負担の軽減

を図るため，保険診療医療費の一

部を助成する。 

 

71 小児インフルエ

ンザ予防接種費

補助事業 

 生活保護世帯及び市民税非課税世

帯に属する０歳から中学生まで

の子どもに対し，季節性インフル

エンザ予防接種費の助成を行う。

 インフルエンザ予防接種率： 

  H30 ― 

    ↓ 

 R6 35％ 
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72 子どもを育てや

すい環境整備事

業 

 子育て支援として，乳幼児の生活

用品購入費等の支援について検

討する。 

※検討状況にあわせて今後設定

する。 

73 第三子以降養育

支援事業 

調整中 調整中 

74 ファミリー・サ

ポート・センタ

ー利用促進事業 

 子育ての援助が必要な人（依頼会

員）に対して，援助ができる人（提

供会員）を紹介し，地域住民同士

の相互援助活動を促進する。 

 年間利用件数： 

H30 701件 

  ↓ 

R6  850件 

75 ひとり親家庭学

び直し支援事業 

 ひとり親家庭の学び直し支援とし

て，高等学校卒業程度認定試験の

ための講座受講費用を補助する。

 事業利用者数： 

H30 未実施 

  ↓ 

R6  1人 

76 子育て支援仲間

づくり育成事業 

 地域で活動する「子育てサロン」

や市内での子ども食堂の開設に

向けた支援を行う。 

 子育てサロン 実施か所数： 

H30 15箇所 

   ↓ 

R6  17箇所 

 子育てサロン年間延べ利用者

数： 

H30 4,340人 

  ↓ 

R6  4,800人 

 子ども食堂 実施箇所数： 

H30 2箇所 

  ↓ 

R6  6箇所 

77 子どもの安全確

保事業 

 「三原市通学路交通安全プログラ

ム」に基づき，国・県・学校・PTA

などが連携し，小・中学校の通学

路の危険箇所への安全対策・対応

を行うとともに，地域での見守り

活動や青色パトロール，不審者等

の情報提供を推進し，子どもが安

心・安全に通学できる環境を整備

する。 

 要対策箇所については，点検実

施年度を含め 2 年以内に対策

を終える。 
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78 新児童館運営事

業 

 講座・イベント等を通して，0 歳

～18 歳未満の全ての児童の健全

な育成を図る。また，現在利用の

少ない中高生を含め，全ての児童

と保護者が気軽に利用できる自

由な居場所となるよう，機能の充

実に取り組む。 

 年間延べ来館者数： 

H30 14,814人 

  ↓ 

R6  16,600人 

 中高生の年間延べ来館者数： 

H30 151人 

  ↓ 

R6  1,500人 

 中高生が関わるイベント実施

回数： 

H30 2回 

  ↓ 

R6 10回 

79 放課後子ども教

室事業 

 小学校の図書室や体育館等を活用

して，子どもたちの安心・安全な

活動場所を設け，学校・地域・家

庭との連携のもと，地域住民の参

画を得て，勉強やスポーツ・文化

活動，交流等に取り組む。 

 実施小学校区： 

R1 20小学校区 

   ↓ 

R6 20小学校区 
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(3) 魅力的な教育プログラムが行われており，三原の教育の質が高まっている 

【重要業績評価指標(KPI)】 

指標 基準値（H30） 目標値（R6） 

学力定着の状況（市内平均/全国平均）
小学校：106.4 

中学校：100.8 

小学校：110 

中学校：110 

地域や社会をよくするために何をすべ

きか考えている児童生徒の割合 

小学校：63.1% 

中学校：53.2% 

小学校：70% 

中学校：60% 

 

【事業】 

○教職員の指導力向上及び児童生徒の体力向上 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

80 指導力向上事業  授業改善・指導体制の充実，指導力の向

上，学びの支援体制の充実により，児

童・生徒の学ぶ力を育成する。 

 学力の定着状況（市内平

均/全国平均）： 

H30 小学校106.4 

   中学校100.8 

  ↓ 

R6 小学校110 

  中学校110 

81 体力向上支援事

業 

 人間活動の源である体力の向上に努め

る。 

 体力・運動能力の状況

（市内平均が全国平均

を上回る種目の割合）：

R1 小学校71.9% 

  中学校72.9% 

 ↓ 

R6 小学校80％ 

  中学校80％ 

82 情報教育環境整

備事業 

 学習指導要領に対応した学校教材・情報

教育環境の充実を図る。 

 学習者用コンピュータ

が1人1台環境である学

校の割合： 

R1 － 

 ↓ 

R6 100％ 
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○子どもたちの三原への愛着醸成 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

83 郷土愛育成事業  社会との触れ合いの中で，郷土三原を愛

する心を育む。 

 地域や社会をよくする

ために何をすべきか考

えている児童生徒の割

合： 

R1 小学校63.1% 

  中学校53.2% 

 ↓ 

R6 小学校70％ 

  中学校60％ 

84 地域と連携した

子ども育成事業 
調整中 調整中 

85 ふるさと子ども

博士講座事業 

 子どもたちが三原をより深く知り，郷土

を愛するよう，小学校 3～6 年生を対象

に歴史・自然・産業などの体験学習を行

う。 

 参加児童の保護者満足

度： 

R1 95％ 

   ↓ 

  R6 95％（維持） 

86 少年少女海外研

修・交流事業 

 市内在住の中学2年生を対象に，シンガ

ポールの中学生との相互訪問による異

文化交流を実施する。 

 交流する生徒数： 

R1 14人 

   ↓ 

R6 14人（維持） 

87 キャリア教育推

進事業 

 学ぶこと・働くことの意義や理解を深め

るとともに，将来的な本市へのＵターン

希望者の増加を図る取組を推進する。 

 キャリア教育推進事業

の実施校数（累計）： 

R1  5校 

   ↓ 

  R6 10校 
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5.4 市民の健康づくりへの挑戦 

基本目標４ 市民の健康づくりへの挑戦 

【基本的方向】 

ライフステージに応じた健康づくりを支援し，市民一人ひとりがいつまでも地域で暮らせ

るとともに，それぞれの目標に向けた生活が送れる土台となる健康を実現できるまちづくり

が必要です。 

これに向け，健康づくりに自ら取り組む多くの市民の意識と行動の変容を促す取組や，県

立広島大学をはじめとした専門機関等との連携により，健康寿命を延伸させる取組を進めま

す。 

 

【数値目標】 

指標 基準値（H29） 目標値（R6） 

健康寿命 男性：78.79歳 

女性：84.40歳 

男性：81.79歳 

女性：85.40歳 

  

 

施策 重要業績評価指標(KPI) 

(1) 健康づくりをはじめるきっかけとなる機

会が充実している 

 特定健診の受診率 

 大腸がん，子宮がん，乳がん検診の精密検

査受診率 

(2) 市民が気軽に楽しく健康づくり活動に取

り組んでいる 

 健康づくり活動に取り組んでいる市民の割

合 

(3) 高齢者が社会とのつながりを持ちながら

生きがいを感じて暮らしている 

 介護や支援を必要としない高齢者の割合 
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(1) 健康づくりをはじめるきっかけとなる機会が充実している 

【重要業績評価指標(KPI)】 

指標 基準値 目標値 

特定健診の受診率 27.0％（H30） 36.0％（R6） 

大腸がん，子宮がん，乳がん検診の精密

検査受診率 
87.1％（H30） 90％（R6） 

 

【事業】 

○健康づくり活動への意識変容・行動変容の促進 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

88 薬局での糖尿病

検査事業 

 糖尿病の罹患リスクを早期に発見する環

境の整備を促進し，市民の健康の保持及

び増進を図る。 

 

 糖尿病リスク測定者数

（累計）： 

H30 1,887人 

    ↓ 

R6  6,000人 

 糖尿病リスク測定者の

特定健診受診率： 

H30 26.1％ 

    ↓ 

R6  40％ 

89 各種健診等受診

促進事業 

 特定健診・基本健診及び各種がん検診が

受診しやすい健診体制を整備し，受診機

会の促進を図る。 

 地域・職域におけるがんやがん検診に対

する普及啓発及び未受診者の特性に応

じた受診勧奨に取組み，受診率の向上を

図る。 

 医療機関・健診事業者，医師会等との連

携による精密検査の受診把握を図ると

ともに，精密検査受診勧奨に取組む。 

 がん検診受診率： 

H30 大腸がん 14.9 

子宮がん 40.7％ 

乳がん  32.0％

   ↓ 

R6 大腸がん 20.0％ 

子宮がん 50.0％ 

乳がん  40.0％ 
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(2) 市民が気軽に楽しく健康づくり活動に取り組んでいる 

【重要業績評価指標(KPI)】 

指標 基準値 目標値 

健康づくり活動に取り組んでいる市民

の割合 
―（R1） 上昇（R6） 

 

【事業】 

○健康づくり活動の定着に向けた支援 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

90 ウオーキングの

まち三原推進事

業 

 地域や職域と連携し，ウオーキングなど

運動習慣の定着を促し，市民の健康保持

及び増進を図る。 

 意識的に身体を動かし

ている人の割合： 

  H29 65.4％ 

    ↓ 

 R6  80％ 

91 運動普及推進事

業 

 運動普及を推進する人材の育成及び運動

普及活動を推進することにより，市民の

運動普及の定着を図る。 

 

 ウオーキング等運動普

及推進事業の参加者数：

H30 4,923人 

    ↓ 

 R6  5,500人 

92 食生活改善推進

事業 

 食生活改善及び食育を推進する人材の育

成及び普及活動を推進することにより，

市民の健康的な食習慣の定着を図る。 

 食生活推進事業の参加

者数： 

H30 5,712人 

    ↓ 

 R6  6,300人 

93 スポーツ教室開

催事業 

 市民の日常的なスポーツ活動の推進を図

るために行われているスポーツ教室の

開催を支援する。 

 スポーツ教室受講人数：

R1 ●人  

  ↓ 

R6 ●人 
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(3) 高齢者が社会とのつながりを持ちながら生きがいを感じて暮らしている 

【重要業績評価指標(KPI)】 

指標 基準値 目標値 

介護や支援を必要としない高齢者の割

合 
80.7%(H30) 79%以上(R6) 

 

【事業】 

○高齢者の活躍促進のための取組強化 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

94 生涯活躍のまち

推進事業 

 市内に居住するシニア層が，仕事や地域

活動，趣味や学びなどさまざまな活動を

通じて，社会とのつながりを持って生活

を送ることができるまちづくりを進め

る。 

 事業への参加者数（累

計）： 

  H30～R1 162名 

   ↓ 

  R2～R6  650名 

 「生涯活躍」に対する意

識に変化があった者の

割合： 

  R1 ― 

   ↓ 

  R6 90％ 

95 高齢者健康づく

り事業 

 高齢者の心身の健康づくりのための講演

会や学習活動を行うことで，生きがいづ

くり,健康寿命の延伸に努める。 

 各種大会，講座への延べ

参加者数： 

 H30 4,100人 

   ↓ 

 R6  維持 

96 在宅要援護者仲

間づくり育成事

業 

 サロン活動を通じて地域住民の自主的な

助け合い，支え合いを促進するととも

に，閉じこもり予防，認知症予防につな

げる。 

 サロン数： 

 H30 204 

   ↓ 

 R6  228 

 

○健康づくり・介護予防の取組強化 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

97 介護予防普及啓

発事業 

 正しい介護予防方法の啓発や健康づくり

の場の提供を行い，高齢者が効果的かつ

意欲的に介護予防に取り組むことがで

きるよう支援する。 

 介護や支援を必要とし

ない高齢者の割合： 

H30 80.7％ 

  ↓ 

R6  79%以上 

98 地域介護予防活

動支援事業 

 介護予防に関する情報提供を行い，介護

予防活動を通じて地域活動の活性化を

図る。 

 いきいき百歳体操実施

団体数： 

H30 64団体 

  ↓ 

R6 113団体 
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○認知症予防の取組強化 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

99 認知症予防活動

支援事業 

 認知症予防に関する講座，講演会を開催

し，正しい予防方法の啓発を行う。 

 介護や支援を必要とし

ない高齢者の割合： 

H30 80.7％ 

  ↓ 

R6  79%以上 

100 認知症サポータ

ー養成事業 

 認知症を正しく理解し，地域で認知症の

人を見守る「認知症サポーター」を育成

する。 

 サポータ養成数（累

計）： 

H30 11,685人 

  ↓ 

R6  14,700人 
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5.5 住み良さ向上への挑戦 

基本目標５ 選ばれるまちへの挑戦 

【基本的方向】 

市出身者で市外へ転出した人の回帰促進や，市外から働きに来ている人，大都市圏から広

島圏域への移住の希望を持っている人に対して三原への移住を提案・促進する取組などを通

じ，人が人を呼び込む好循環を確立することが必要です。 

これに向け，訴求力がありターゲットを明確にしたシティプロモーションにより，ＵＩＪ

ターンの増加や，交流人口・関係人口を移住人口へとつなげる取組の推進を図るなど，移住

者から選ばれるまちづくりを進めます。 

 

【数値目標】 

指標 基準値 目標値 

社会動態（転出・転入）による

人口変動 
△262人（H30） 0人（R6） 

  

 

施策 重要業績評価指標(KPI) 

(1) 関係人口（三原の応援者や三原と関わりを

持つ人）が増えている 

 取組を通じて生まれた関係人口 

 ふるさと納税額・件数 

(2) ＵＩＪターン者を支援する体制が充実し

ている 

 ＵＩＪターンに関する各種制度の活用件数 

 ワンストップ窓口での移住支援世帯 

(3) 利便性が高く，魅力ある生活を送ることが

できるまちになっている 

 新たな技術を活用した取組の事業化件数 

 中心市街地活性化計画における指標達成率 
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(1) 関係人口（三原の応援者や三原と関わりを持つ人）が増えている 

【重要業績評価指標(KPI)】 

指標 基準値（H30） 目標値（R6） 

取組を通じて生まれた関係人口 ― 135人 

ふるさと納税額・件数 62,059千円・2,214件 100,000千円・5,000件 

 

【事業】 

○関係人口創出の取組強化 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

101 地域おこし協力

隊の配置及び活

動支援事業 

 地域力の維持,活性化を図るため地域外

の視点から,地域を支援できる地域おこ

し協力隊員を複数人配置する。 

 住民組織や市民活動団体と連携した活性

化の取り組みを行い,任期終了後には地

域内での起業及び定住を図る。 

 地域おこし協力隊員の

配置人数： 

H30 6人 

   ↓ 

R6   9人 

102 首都圏・関西圏

での移住促進事

業 

 広島圏域や備後圏域等と連携した移住定

住フェア開催等による効果的な情報発

信を図る。 

 連携可能なイベント等を通じたＰＲ等の

実施。 

 移住定住フェア出展回

数： 

H31 4回 

   ↓ 

R6   6回 

103 関係人口創出事

業 

 都市部の若者を対象に，関係人口となる

機会・きっかけの提供をする。 

 地域に関係人口づくりと移住定住の窓口

機能を有する受入体制を構築する 

 事業を通じて創出され

た関係人口： 

H30 － 

   ↓ 

R6  120人 

 取組団体数： 

H30 － 

   ↓ 

R6  15団体 
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(2) ＵＩＪターン者を支援する体制が充実している 

【重要業績評価指標(KPI)】 

指標 基準値 目標値 

ＵＩＪターンに関する各種制度の活用

件数 
56件（H30） 上昇（R6） 

ワンストップ窓口での移住支援世帯 23世帯（H30） 上昇（R6） 

 

【事業】 

○訴求力のある移住情報の発信 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

104 シティプロモー

ション推進事業 

 地域の魅力を発掘，創造し，市民や地域

団体と協働の情報発信を推進するとと

もに，交流・関係・移住・定住人口の増

加に向け，関係施策と連動したプロモー

ションの企画・実施により「行きたい」

「住みたい」まちとしての認知向上を図

る。 

 都市認知度（地域ブラン

ド調査【民間調査】ラン

キング推移）： 

H31 553位 

   ↓ 

R6  上昇 

 情報接触度（地域ブラン

ド調査【民間調査】ラン

キング推移）： 

  H31 601位 

    ↓ 

  R6  上昇 

105 広域連携事業  広島圏域や備後圏域等と連携した移住定

住フェア開催等による効果的な情報発

信を図る。 

 移住定住フェア出展回

数： 

H31 4回 

   ↓ 

R6   6回 

 

○移住支援の取組強化 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

106 お試し暮らし滞

在費補助事業 

 移住を検討されている方が，市内での仕

事や住まい探しのほか，生活環境を体験

するために，２泊以上宿泊する場合，そ

の費用の一部を支援する。 

 事業申請者数： 

H30 1人 

   ↓ 

R6   6人 

107 若年・子育て移

住世帯家賃補助

事業 

 市内の賃貸住宅に市外から入居する若年

層（40歳以下の夫婦，子育て）世帯に対

し，家賃の一部を支援する。 

 事業申請世帯数(新規)：

H30 6世帯 

   ↓ 

R6   6世帯 

108 ファーストマイ

ホーム応援事業 

 市内において，新たに住宅を取得する若

年層（４０歳未満の夫婦，子育て）世帯

に対し，住宅購入費用の一部を支援す

る。 

 事業申請世帯数： 

H30 25世帯 

   ↓ 

R6   35世帯 
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109 空き家バンク事

業 

 市内の空き家を所有者の申込みに基づい

て登録し，利用希望者に紹介することに

より，空き家の流動化及び移住希望者等

への住宅支援を図る。 

 空き家所有者には空き家の家財整理費用

の一部を補助して登録件数の増を図り，

市外から移住する空き家利用者には，空

き家の改修費用の一部を補助する（空き

家改修等支援事業）。 

 空き家バンク登録物件

成約件数： 

  H30  

    ↓ 

 R2-R6 25件/年間 

 空き家改修等支援事業

補助件数： 

 H30  

   ↓ 

 R2-R6  15件/年間 

110 空き家活用促進

事業 

 空き家の有効活用を促進する取組みを行

い，地域の活性化及び移住者の増加等に

繋げる。 

 空き家を滞在体験施設，交流施設等へ活

用し，地域の賑わいを創出する者に，そ

の費用の一部を補助する（空き家活用モ

デル支援事業）。 

 空き家を活用して設置された学生向けシ

ェアハウスへ市外から転入する学生に

家賃の一部を補助する（学生市内居住促

進事業）。 

 空き家活用モデル支援

事業補助件数： 

 H31 ― 

   ↓ 

R2-R6  2件/年間 

再-5 サテライトオフ

ィス誘致事業

（再掲） 

No.15の再掲  

111 ワンストップ窓

口体制強化事業 

 移住検討者に対するスムーズな相談対

応，移住定住に係る庁内の横断的な体制

確保等を目的にワンストップ窓口機能

を構築する。 

 移住支援世帯数 

H30 23世帯 

   ↓ 

R6  上昇 

112 進出企業の移住

定住事業 

 市の住環境，支援制度などのパンフレッ

トを作成し，企業及びその従業員へＰＲ

する。 

調整中 

113 奨学金返還支援

事業 

※事業実施に向けて検討する。 ※事業の検討状況を踏ま

え，今後設定する。 

再-6 就労者通勤支援

事業（再掲） 

No.27の再掲  

再-7 関係人口創出事

業（再掲） 

No.103の再掲  
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(3) 利便性が高く，魅力ある生活を送ることができるまちになっている 

【重要業績評価指標(KPI)】 

指標 基準値 目標値 

新たな技術を活用した取組の事業化件

数 
調整中 調整中 

中心市街地活性化計画における指標達

成率 
調整中 調整中 

 

【事業】 

○まちの利便性向上に向けた取組の充実 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

114 地域公共交通維

持充実事業 

 第２期三原市地域公共交通網形成計画に

基づき，各種事業に取り組み，地域公共

交通の維持・充実を図る。 

 「三原市立地適正化計画」で位置づけた

「都市生活拠点」「地域生活拠点」相互

の連絡，主要公共施設等相互の連絡及び

「生活拠点」と周辺地区の連絡の維持や

充実を図る。 

 路線バス・地域コミュニ

ティ交通の利用者数： 

H30 1,229,554人 

  ↓ 

R6  H30の水準を維持

 住民団体が運営する地

域コミュニティ交通の

数（累計）： 

H31 4地域 

   ↓ 

R6  5地域以上 

 地域コミュニティ交通

利用者１人あたりの事

業費： 

H30 1,761円/人 

   ↓ 

R6  H30の水準を維持

 自動車を利用しない市

民の日常移動に対する

満足度： 

H31 40.7％ 

   ↓ 

R6  H31の水準を維持

 利用者による市内航路

の満足度： 

H31 38.5％ 

   ↓ 

R6  H31の水準を維持

115 AI，RPA等のデー

タ処理技術活用

推進事業 

調整中 調整中 
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116 地域公共交通利

便性向上事業 

 自動運転技術や MaaS など新しい関連技

術の動向等について継続的に情報収集

するとともに，本市において効果が期待

でき，かつ可能な内容について，関係主

体と連携して実証実験等も含めて取り

組む。 

※具体的な事業の決定時

に検討する。 

117 ローカル５Ｇと

ICTによる生活

環境向上モデル

事業 

※事業実施に向けて検討する。 ※事業の検討状況を踏ま

え，今後設定する。 

再-8 サテライトオフ

ィス誘致事業

（再掲） 

No.15の再掲  

再-9 フリ－Wi-Fi等

通信環境整備事

業（再掲） 

No.28の再掲  

 

○移住先として魅力的なまちに向けた取組強化 

事業 

番号 
事業名 事業概要 達成度を測る指標 

118 市中心部のグラ

ンドデザイン推

進事業 

 市中心部を市民が誇りや愛着を持ち，市

内外の人から魅力的に思われるエリア

として整備していくためのまちづくり

の方向性として策定した「グランドデザ

イン」に基づき，その実現をめざして活

動する人材の育成や活動の支援を行う。

 グランドデザインに基

づく起業・活動への着手

件数（累計）： 

  R1 1件 

    ↓ 

  R6 10件 

再-10 中心市街地活性

化支援事業 

No.16の再掲  

120 駅前東館跡地整

備・活用事業 

 事業地内の広場において周辺民間事業者

等と連携したイベントの開催により，幅

広い世代の新たな集客拠点として機能

させ，にぎわいを周辺エリアへ波及させ

るためのエリアマネジメント協議会の

設立に向けて事業を推進する。 

 年間イベント数： 

R1 － 

   ↓ 

R6 120回 

121 魅力あるまちな

みづくり事業 

 本町西国街道地区の景観づくりや賑わい

づくりを推進するため，街並みガイドラ

イン等のルールづくり，西国街道や小

路・参道の美装化事業に取り組む。 

 本町に住み続けたいと

思う住民の割合： 

H30 72.8% 

   ↓ 

R6  現状値以上 
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122 中山間地域活性

化事業 

 中山間地域の地域住民が「地域計画」に

基づいて，主体的に取り組む地域の維

持・活性化の活動に対して支援を行う。

 地域活動が以前より活

発化していると感じる

中山間地域の住民組織

(活動中核組織)の割合：

H30 61.1% 

    ↓ 

R6  80.0% 

123 中山間地域コミ

ュニティビジネ

ス支援事業 

 地域資源を活用した特産品づくりや製

造・販売関連施設，観光施設等の整備な

ど，中山間地域の住民組織が実施する地

域の活力を引き出すコミュニティビジ

ネスの創出や事業拡大等の経費の一部

を支援する。 

124 東本通土地区画

整理事業 

 安全で住みやすい市街地を形成し，良好

な住宅地を供給するため，東本通土地区

画整理事業を推進する。 

 土地区画整理事業区域

内の人口： 

H30 1,528人 

    ↓ 

  R6  1,920人 

125 まちづくり三原

自立支援事業 

※事業実施に向けて検討する。 ※事業の検討状況を踏ま

え，今後設定する。 

 

 


